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はじめに ――スハルトの登場
インドネシア第二代大統領スハルト (Suharto) 登場の契機は, 一九六五年, イ
ンドネシア共産党 (PKI) の影響を受けた国軍左派軍人が企てたといわれるクー
デタが未遂に終わった ｢九・三〇事件
(１)
｣ である｡ この事件は, スハルト自作の謀
略説もあり, 真相は明らかではない｡ インドネシアを独立に導いた初代大統領ス
カルノ (Sukarno) は, ナサコム (NASAKOM) 体制を築いた
(２)
｡ ナサコムは, ナショ
ナリズム (Nasionalisme)・宗教 (Agama)・共産主義 (komunisme) の頭文字をとっ
た造語である｡これら三勢力は, スカルノ支持の政治・社会勢力だった｡
このスローガンの実態は, ナショナリズムは国民党, アガマはイスラム最大政
党のナフダトゥール・ウラマ, 共産主義は当時としては中国共産党につぐ勢力を
誇ったＰＫＩのことだった｡ ナサコム体制の眼目は, 独立の原動力となって以降
インドネシアの一大政治勢力となった陸軍に対抗するために, スカルノが容共路
線をとってＰＫＩを動員しようとしたところにあった｡
しかしスカルノは, 九・三〇事件後, スハルトを中心とする陸軍との権力闘争
に敗れ, ①一〇月一六日, スハルトが陸相兼国軍司令官に就任, ②六六年三月, ス
カルノがスハルトに政治権限を委譲, ③六七年三月, 暫定国民協議会がスハルト
を大統領代行に任命, ④六八年三月, 暫定国民協議会がスハルトを大統領に任命
し, スカルノは失脚した｡
スカルノが ｢革命｣ ｢闘争｣ を標榜したのに対して, スハルトは ｢開発｣ ｢建設｣
を掲げ, 開発を国家の最優先課題とした｡ 九八年五月まで三〇年あまり続いた長
期政権を支えたのは, 軍事政権の中枢となった軍だった
(３)
｡ インドネシア国軍は,
治安・国防に加えて政治・社会分野での役割を果たすという二重機能が公認され
てきた｡ これによって, 軍人は中央ばかりでなく地方の政治・社会組織に出向・
進出し, 政治 (官庁・議会), 経済 (国営・民間企業), 社会 (財団) などの組織・
機構を統括した｡ これらの軍および軍から派生した公的組織・職能に属する人々
を糾合した政治組織が, 翼賛的職能集団ゴルカル (Golkar) である
(４)
｡
しかし, スハルト体制は政治勢力の軍・官僚・ゴルカルだけで支えられていた
のではない｡ スハルトは, パンチャシラ (Pancasila) というインドネシア独自の
国家イデオロギーを体制の根幹にすえた｡ パンチャシラを国家イデオロギーに仕
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立て, スハルト体制の維持をはかったのである｡
そこで本稿は, まずパンチャシラの重要な内容を検討したうえで, パンチャシ
ラがスハルト政権の体制原理として制度化される過程を考察し, スハルト体制を
＜パンチャシラ・コーポラティズム＞と規定する｡ この概念を提示するのは, ス
ハルト体制が独特の＜パンチャシラ・コーポラティズム＞体制であったと位置づ
けることで, スハルト体制とスカルノ体制の比較, スハルト体制とポスト・スハ
ルト体制の比較, さらにはスハルト体制と他の東南アジア諸国連合 (ASEAN)
諸国の開発政治体制との比較, という比較政治体制論の一つの視座を提示したい
と考えるからである｡
一 国家イデオロギーとしてのパンチャシラ
(一) スハルトによるパンチャシラの定位
パンチャシラは, サンスクリット語で ｢五戒｣ という意味で, インドネシアの
国家存立の基礎と位置づけられてきた五原則である｡ スカルノは, 日本軍政末期
の四五年六月一日, 独立準備調査会で ｢パンチャシラの誕生｣ という演説を行っ
た
(５)
｡ そこで彼が示したパンチャシラは, ①ナショナリズム, ②国際主義・人道主
義, ③ムシャワラ (musyawarah)・民主主義, ④社会福祉・社会繁栄, ⑤神への信
仰, である｡ またスカルノは, 五原則を一つに圧縮するとゴトン・ロヨン (gotong
royong) にまとめられると演説し, コトン・ロヨン国家という理想像の実現を訴
えた｡
パンチャシラは, 日本敗戦直後の八月一七日の独立宣言とともに発表された
｢一九四五年憲法｣ の前文で
(６)
, ①唯一至高なる神, ②公正で文化的な人道主義, ③
インドネシアの統一, ④協議と代議制において叡知によって導かれる民主主義,
⑤インドネシア全国民に対する社会的公正という表現で, ナショナリズムがイン
ドネシアの統一に置きかわって盛り込まれた｡ こうして, ｢独立の父｣ スカルノ
の提唱したパンチャシラは, 国家理念となった｡
ところがスハルトは, しだいにパンチャシラを体制維持のための国家イデオロ
ギーに変貌させていった｡ そのプロセスには段階があったが, 大きな転機となっ
たのは, 七八年三月に国民協議会 (MPR) が決定した ｢パンチャシラの理解と実
践のための指針｣ (以下, ｢指針｣ と略記) の提示である
(７)
｡ ｢指針｣ は, 形式的には,
大統領・国民議会 (DPR)・最高裁判所などの国家高等機関の上位に位置する国
家最高機関ＭＰＲが決定した｡ しかし実態的には, スハルト政権がパンチャシラ
の解釈を独占し, 政府がパンチャシラの内容を公定したものである｡
(二) パンチャシラの集団主義
｢指針｣ が公定したパンチャシラの基本精神は, ｢国民としての, あるいは社会
の一員としての義務を果たすべく自己と自己の利益を抑制する｣ ｢国家と国民の
利益を個人の利益に優先させるということは, 必要とあらば, 国家と国民の利益
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のために犠牲を払う能力と用意がインドネシア人にあることを意味している｣
｢インドネシア人は国民として, また社会の一員として, 平等の地位と権利と義務
を有する｡ その権利を行使するにあたっては, 国家・社会の利益につねに留意し,
これを優先する必要がある｣ などの表現にみてとれる｡
つまりインドネシアは, 国家イデオロギーの基礎として, 個人主義ではなく,
社会・国家などの集団を優先するという集団主義をとったのである
(８)
｡ 集団主義は,
｢指針｣ では ｢家族主義｣ として記述されており, インドネシアの国を ｢家｣ と
みたてている｡ まさに ｢国家｣ である｡ 家族主義では, ｢家長｣ の役割が決定的
に重要なことはいうまでもない｡ 家長に柔順に従えば家長の庇護を受けられるが,
逆らえば訓諭あるいは懲罰を受ける｡ 家族は家長の指導を受けるのである｡
スハルト体制では, スハルトが最高位の家長であり, 国民を指導・動員してき
た｡ スハルト政権の歴代内閣は ｢開発内閣｣ と公称され, 彼自身は八三年三月に
開催されたＭＰＲで ｢開発の父｣ の称号を与えられた｡ スハルトは最重要課題と
して開発を急速に推し進めるため, 政府主導で ｢上からの開発｣ を行った｡ しか
し, インドネシアには現地資本がきわめて少ないことから, 外資を導入せざるを
えなかった｡
この政策手法には, パンチャシラに描かれる人間像がかなっていた｡ 第一に,
開発を効率的に進めるには, 国民をスハルト政権の指導に従わせて, 国民の凝集
力を高めて経済発展に動員する必要がある｡ 第二に, 外資が進出する条件は, イ
ンドネシアの社会や国家が安定していてカントリー・リスクが小さくなければな
らない｡ 国内が不安定だと, 投資がペイしないおそれがあるからである｡ そこで,
｢集団のなかの個人｣ という社会・国家の調和を乱さない国民が求めれれる｡
第三に, 開発推進にともなう西洋化を抑える必要がある
(９)
｡ 自由主義経済では,
モノ・カネ・ヒトそして情報がボーダレスに行き交う｡ 外資のなかでも, 欧米資
本の投資はインドネシアを西洋化の波にさらす｡ しかし, 西洋化はインドネシア
の国民統合を阻害する｡ なぜなら, ｢インドネシア的伝統｣ は国民統合の核にな
るが, ｢西洋性｣ は核になりえないからである｡ パンチャシラによって, インドネ
シア人とインドネシア国家の個性を強調し, インドネシアが西洋化するのを防御
しようとしたのである｡
二 パンチャシラ的人権・民主主義
(一) 集団的権利・経済的権利
スハルトの開発最優先の政治体制は, 外資導入による開発→開発のための社会・
国家の安定の必要→不安定を引き起こす不満を抑圧, という形で国内安定をみせ
かけた｡ しかし, インドネシアは多民族国家であり, 民族対立は頻発してきたし,
今も起こっている｡ 貧富の差に根差す不満も充満している｡ こうした不安定要因
に対して, スハルトは軍の投入までして強権的手段で対応した｡ たとえば, 資源
の豊かなスマトラ島のアチェ特別州は, 開発戦略上重要な州であるが, ｢自由アチェ
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運動｣ がインドネシアからの分離独立運動を展開してきた
(10)
｡ これまで, 軍による
分離主義者の弾圧も報告された｡
スハルトの開発政治体制では, そうした人権侵害が多発した｡ 当然, スハルト
政権は欧米諸国からの人権批判にさらされた
(11)
｡ 欧米諸国は, 個人主義にたった人
権概念をもち, 人権を個人的権利ととらえ, 国家が個人の権利を侵害することに
敏感である｡ 他方, 国民統合が大きな課題となっているインドネシアは, パンチャ
シラに示されるように, 集団主義にたって社会や国家の統一・統合を優先する｡
そして, 個人的権利は, あくまで集団の存立が前提で, 国家など集団が結局は個
人的権利を保障することを強調する｡
また欧米諸国は, 政治犯に対する迫害などを問題視し, 人権の政治的側面を重
視する｡ 人権を政治的権利ととらえるのである｡ 一方インドネシアは, 人身売買
などの人権問題の最大の原因は貧困であり, 人権侵害の多くは経済的理由で起こ
る, と主張する｡ したがって, インドネシアは人権の経済的側面を重視し, 経済
的権利として人権をとらえる｡
パンチャシラも, たとえば ｢社会的公正｣ などの文言で, 経済的権利としての
人権概念を強くにじませている｡ スハルト政権の論理は, 端的にいえば, 開発に
よって経済を発展させることが人権擁護につながる, というものだった｡ しかし
インドネシアの場合, 開発にともない農村部から都市部へ流入した人々の生活水
準は低下し, 貧富の差が拡大した事実は否定できない｡
こうした人権概念の対立は, 欧米諸国とくに米国が冷戦後の国際関係の基軸と
して, ①人権・民主化という政治的側面, ②市場経済化という経済的側面, ③大
量破壊兵器の製造・輸出や軍事費の増加という軍事的側面, ④環境保護といった
｢普遍的価値｣ を重視するようになったことで, 拡大した
(12)
｡ さらに, イスラム文明
に対する偏見と警戒が色濃い ｢文明の衝突｣ パラダイム
(13)
が, ムスリムが圧倒的多
数を占めるインドネシアと欧米諸国の対立を増幅させることになった｡
このように欧米諸国が人権批判を展開することは, インドネシアからみれば,
インドネシアの国権つまり国家の集団的権利の自律性を侵害することになりかね
ない｡ スハルト時代のインドネシアの人権概念は, 国家イデオロギーであるパン
チャシラに立脚していた｡ そのため, インドネシアは欧米からの人権批判に安易
に応じるわけにはいかなかったのである｡
(二) 指導民主主義
パンチャシラの第四原則は, ｢導かれる民主主義｣ または ｢指導民主主義｣ と
呼ばれるインドネシア的民主主義である｡ ｢指針｣ では, 指導民主主義は ｢共通
の利害にかかわる決定をなすにあたっては, まずもって合議が行われ, 決定は全
会一致をもって行われる｡ 全会一致に至る合議はインドネシア国民の特徴をなす
家族主義の精神によって行われる｣ と規定されている｡
西欧あるいは欧米の民主主義は, 個人が主体的に意見を表明して討議を行い,
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ときには多数決で意見を集約して決定する｡ ところがインドネシア的民主主義で
は, 合議から決定のプロセスで個人は客体的に指導される｡ しかも, 決定は全会
一致・コンセサスになる｡ 合議や協議を行って決定すること自体は, 民主主義的
な手続きである｡ 決定が全会一致になるのは, 合議から決定にいたる過程で家族
主義がはたらくからである｡
家族主義の特質として, ゴトン・ロヨンで成り立つ共同体でみられる ｢行動規
制｣ による ｢集団統制｣ を指摘できる｡ たとえば村では, 田植えなどの農作業や
冠婚葬祭などの儀礼・行事は相互扶助で行われる｡ 村人の生活は, 村内の助け合
いがなければ立ち行かない｡ 反面, 相互扶助は義理・貸し借り, はては相互監視
の世界でもある｡ おのずから村人は, 個人的自己主張や利己的行為を規制するよ
うになる｡
かりに村道の拡幅といった村全体の利害にかかわる事案を寄り合いで協議・決
定するとしよう｡ 拡幅で自分の土地が削られてしまう村人は, 寄り合いで反対で
きない｡ なぜなら, 彼の生活が相互扶助で成り立っているからである｡ もし彼が,
自分の土地の確保という自己の利益を主張して, 道路拡幅という全体利益に反対
すると, 協議は頓挫する｡ 寄り合いを主宰する村長は, 合意するように彼に説得
を試みる｡ 説得に応じない場合は, ｢村八分｣ をちらつかせて恫喝する｡ ついに
反対者は異議を唱えることはできなくなり, そこで決定は全会一致となる｡
そのとき村長は, 反対者の意見を誘導して, 合意・コンセサスに持ち込む調整
を行う｡ こうして長は, 集団全体の利益実現のために反対者を指導し, 集団を統
制する｡ この指導民主主義は, 実態的には ｢談合｣ である
(14)
｡ 当然, 欧米諸国はイ
ンドネシアの民主主義を批判する｡ しかしインドネシアは, 国家イデオロギーで
あるパンチャシラにもとづく指導民主主義に対する批判に, 全面的に応じること
はできない｡
さらに, 人権・民主化をめぐる対立は, インドネシアと欧米諸国の間にだけみ
られるものではない｡ 欧米対ＡＳＥＡＮや欧米対アジアという, より大きな対立
の構図になっている｡ その際, アジア諸国は ｢アジア的価値｣ (asian value) にも
とづく人権・民主化概念を強調する
(15)
｡ アジア諸国は, 欧米諸国と伝統的価値観が
違い, 国民統合や経済発展の状況も異なる, というのである｡ そこには, やはり
｢文明の衝突｣ パラダイムが影響している｡
三 スハルト的コーポラティズム
(一) 独裁か権威主義か
スハルト政権は, 政治体制的には, しばしば ｢独裁｣ と位置づけられるが, 独
裁の定義はかなり曖昧である｡ 独裁の強い形が全体主義であり, その特徴は①唯
一の公認イデオロギー, ②それに絶対的な献身を捧げる唯一の大衆政党, ③マス・
メディアの独占, ④軍部の政治的統制, ⑤秘密警察の恐怖支配, ⑥中央統制と経
済管理, などである
(16)
｡ つまり, ①体制の政治権力は一元的であり, ②権力は上か
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らだけ行使され, 権力行使は完全に無制限で, ③国民は唯一の国家イデオロギー
と一元的権力に絶対的服従を強要される｡
たしかに, スハルト体制を個人独裁とみる論調もある
(17)
｡ しかし, 第一に, スハ
ルト政権を独裁と規定した場合, パンチャシラに基礎をおいたスハルト体制がコ
ンセンサス形成に留意した点が説明できない｡ コンセンサスは ｢上と下の間の相
互作用｣ がないと形成されないからである｡ もっとも, スハルト体制でのコンセ
ンサス形成は, ｢上から下への調整｣ のケースが目立った｡ しかし, 独裁には上か
ら下への ｢上意下達｣ の一方的統制のベクトルしかないのであり, スハルト体制
は完全な上意下達システムとはいえない｡
第二に, 開発の結果, インドネシア国内の地域集団や職域集団は増大し, 社会
集団は多元化した｡ 社会の多元化に対して, 独裁的な上からの一方的な一元的支
配だけで対応することは, 実際には難しい｡ スハルトは, 現に三〇年あまりに及
ぶ長期政権を維持できた｡ それは, 説得ばかりでなく強制も含めて政治的調整を
行い, 多元化に対応したからである｡ しばしば調整が ｢上からの強権的統制｣ に
傾いたことも事実だが, 多元化という現実を受け入れざるをえなかったのであり,
上からの一方的な一元的支配だけで多元化に対応したわけではない｡
もちろん, スハルト政権は民主主義体制ではなかった｡ 民主主義的な制度が形
式的には整っていても, それが非民主的に運用されたからである｡ そのような体
制は, 現実には多く存在している｡ そこで, 全体主義と多元主義・民主主義の間
のグレーゾーンに位置する政治体制を説明するために, 権威主義という体制類型
が編みだされた｡
リンスは, 権威主義体制の定義として, ①制限された多元主義, ②イデオロギー
はない, ③政治動員はない, ④権力行使の予測可能性, をあげた
(18)
｡ つまり, 多元的
社会集団は完全には政治に参加できないが, 権力行使は強権的であっても権力行
使の範囲が予想できる政治体制が権威主義である｡ スハルト体制は, ①多元的な
社会集団の政治参加は制限されていたが, ②パンチャシラという国家イデオロギー
があり, ③政治動員も操作的に行われ, ④権力行使は, 強権的であったが, 無制限
ではなく予測可能性はあった｡ 国家イデオロギーがあり, 政治動員も行われてき
た点で, スハルト政権を権威主義体制と定義することはできない｡
そもそも, 権威主義という政治体制概念には, ①全体主義と多元主義・民主主
義の間の現実のグレーゾーンはきわめて広い, ② ｢権威主義的独裁｣ などのよう
に, 権威主義と独裁を区別しないで使われる, ③日常用語の権威主義の語感をそ
のまま政治体制分析に映してしまう, といった欠陥がある｡ とくに①の欠陥は,
たとえばＡＳＥＡＮ諸国の開発政治体制を一律に権威主義といってしまうと, ス
ハルト政権のような独特の政治体制と他のＡＳＥＡＮ諸国の政治体制との体制比
較ができなくなってしまう｡
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(二) ＜国家的権威主義コーポラティズム＞
そうした欠陥を避けながら, 多元化を比較政治体制分析の射程に入れるには,
コーポラティズム (corporatism) のアプローチは有効である｡ コーポラティズム
は, 労働組合・農民団体・経営者組織・業界団体などの社会団体が政府と協調す
る体制のことをいう｡ 社会団体は, 政府の政策決定過程に参加し, 政策形成に協
力する｡ その際, 各々の社会団体は自分たちの利益を政府の政策に反映させ, ｢下
から上への利益代表｣ をはかる｡ また社会団体は, 政府の政策執行過程にも参加・
協力し, 政府の政策実施の便宜をはかり, ｢上から下への利益媒介｣ を行う｡ つま
り, 社会団体 (corporations) は, 政府の政策決定・執行過程に編入され (incorpo-
rated), 政府と協調的な (corporate) 相互交換・浸透関係を築く
(19)
｡
コーポラティズムのポイントは, ①国家・政府と社会団体の関係, ②社会団体
内の関係, ③社会団体間の関係, ④国家・政府内の関係, である｡ ④については,
国際経済問題のような対外的問題では, たとえば外務省と事業官庁との競合はあ
る｡ ただ, 国内所掌事務では, 行政官庁が縦割りで構成されており, 縄張り争い
はあっても, 国家・政府内での大きな競合はない｡ これがコーポラティズムの
＜政府・国家内協調＞という側面である｡
つぎに②については, 基本的には, 職能別に単一の巨大社会団体 (巨大利益団
体) が作られ, 政府によって認可・公認される｡ 巨大社会団体内では, 構成員お
よび階層的に下部に位置する団体は, 巨大社会団体の頂上・トップによって統御・
調整される｡ コーポラティズムの＜社会団体内協調＞である｡ かりに同一の職能
団体で複数の巨大社会団体が公認されている場合, その間に利害の競合が生じた
ときには, 社会団体相互間で調整される｡ これは, コーポラティズムの＜社会団
体間協調＞という側面である｡ それは, 日本では経団連・日経連・日商の間の関
係にみられる｡
しかし, 場合によっては, 国家が社会団体間の利害調整に介入して指導するこ
ともある｡ 異なる利害をもつ社会団体間の関係も, たとえば労使対立のような相
互対立がある場合には, 国家が利害を調整して妥協にむけて指導する｡ また巨大
社会団体は, 国家によって認可されるばかりでなく, 国家が組織することもある｡
そして, 社会団体の指導者選出に国家が介入する場合さえあり, 社会団体が政策
決定・執行過程に参画するときに国家の統制を受けることがある｡ 反面, その社
会団体は, 国家との交渉・協議で独占的・特権的カウンターパートとなる｡ これ
は, コーポラティズムの＜国家・社会団体間協調＞という側面である｡
端的にいえば, コーポラティズムとは, 政府・国家内協調, 社会団体内協調, 社
会団体間協調, 国家・社会団体間協調という＜四重談合＞のシステムである｡ そ
の際, 国家が社会団体を権威主義的に支配する場合が ｢国家コーポラティズム｣
であり, 逆の場合が ｢社会コーポラティズム｣ とする区別がある
(20)
｡ ただ実際には,
コーポラティズムの重要なポイントは国家の指導的役割にある｡ そもそも, コー
ポラティズムは①国家と社会の関係を対立的・対抗的にはとらえない, ②社会が
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近代化して中間層が生まれ, 社会が多元化すれば, 自動的に国家の役割が低くな
り, 多元的民主主義が実現するとは考えない, ③そこで, 多元化に対応した国家
の調整的役割を重視する, という視点がある｡
その意味で, スハルト体制は＜国家的権威主義コーポラティズム＞であるとい
える｡ しかもスハルトのコーポラティズム体制は, パンチャシラというインドネ
シア独特の国家イデオロギーが体制原理にすえられた｡ パンチャシラにみられる
人間観・人権概念・民主主義が, スハルト体制を支えたのである｡ その点で, ス
ハルト体制は＜パンチャシラ・コーポラティズム＞として維持されていた｡
四 ＜パンチャシラ・コーポラティズム＞の制度化
(一) 転機となった七八年 ｢指針｣
スハルト政権が成立して間もない六八年, スハルトは早くも ｢パンチャシラを
具現した開発的人間｣ の育成を目指した
(21)
｡ ｢開発的人間｣ を育てるため, 教育分
野が重視され, 七三年にＭＰＲが決定した国策大綱に ｢パンチャシラ道徳教育｣
の実施が盛り込まれた｡ 七五年にはパンチャシラ道徳教育の教育課程がつくられ,
｢指針｣ 決定後の八〇年以降, 小学校から高校までパンチャシラ道徳教育が行わ
れた
(22)
｡
パンチャシラ道徳教育プログラムには, 教育関係者ばかりでなく政治・治安・
情報関係の政府高官が関わった｡ パンチャシラ道徳教育は, 国家事業と位置づけ
られたのである｡ また, ｢パンチャシラの理解と実践のための指針の研修講座｣
も, 七八年以降実施された｡ この研修講座は, 公務員と地域社会の指導者に受講
が義務づけられた｡ インドネシアの公務員と地域リーダーの多くは, 与党ゴルカ
ルの党員である｡
さらにスハルト政権は, 開発推進にともなう労使関係の ｢調和｣ にも取り組ん
だ
(23)
｡ 七三年にスハルト政権は, 労使関係がパンチャシラに支えられるという ｢パ
ンチャシラ労使関係｣ という言葉を使い始めた｡ 七四年一二月, ｢国家開発のた
めの平和的労働環境と社会経済的安定の実現手段としてのパンチャシラ労使関係｣
セミナーが開かれ, 労使関係の原則にパンチャシラをすえた｡
このセミナーでの決定のポイントは, 第一に, 労働者を政党から切り離し, 脱
政治化させたことである｡ スカルノ時代には, 各政党は大衆動員を目的として各
自の政党系列の労働組合をつくった｡ なかでも, ＰＫＩ直系のインドネシア中央
労働機構の力は大きかった｡ 九・三〇事件後, ＰＫＩを弾圧したスハルトは, 政
党と労組を分断し, 政府が両者をパンチャシラ労使関係で指導・調整できるよう
にしたのである｡
第二に, 政府が指導して保護を与える労組は, 労働者の正当な代表として政府
が公認した唯一の労組である ｢インドネシア労働者連合｣ に限られた｡ 第三に,
企業の代表組織もつくられ, 労使双方に ｢相互扶助と自己規制｣ を求めた｡ 第四
に, 政労使の三者のなかで, 政府は指導的立場にあることと, 労使は政府の開発
― 54 ―
九
五
政策に動員され, 任務を果たすことを求めた｡ こうしてスハルトは, 七〇年代前
半に, 政府がパンチャシラのイデオロギーによって上から労使間の協調を指導し,
開発政策を実施できるコーポラティズム体制を築こうとした｡ その第一段階の仕
上げが, ｢指針｣ の公定だった｡
(二) 八五年の政治関連五法の成立
つぎにスハルトは, 八〇年代前半に＜パンチャシラ・コーポラティズム＞の法
制化をさらに進めた｡ まず八二年八月の独立記念日に, 彼は ｢すべての社会政治
勢力はパンチャシラを唯一の基本原理とすべきである｣ と演説した｡ ついで八三
年三月に開催されたＭＰＲは, スハルトに ｢開発の父｣ の称号を与え, 前年のス
ハルト演説を踏まえ, パンチャシラを唯一の組織原理とするという決議を採択し
た
(24)
｡
さらに八四年六月にＤＰＲに上程された政治関係五法案は, 一二月に総選挙法
改正, 国民協議会・国民議会・地方議会構成法改正, 八五年二月に政党・ゴルカ
ル法, 三月に国民投票法, 五月に社会団体法が相次いで成立した
(25)
｡ いずれも, 第
一に, パンチャシラを政治社会団体の唯一の基本原理とすることを定める｡ イス
ラム勢力でさえ, これに従わなければならない｡ 第二に, パンチャシラの原典で
ある一九四五年憲法改正手続きを難しくした｡ 第三に, イスラム勢力の弱体化を
はかり, パンチャシラについての論議を封じ込める狙いがあった｡
とくに社会団体法は, スハルトの＜パンチャシラ・コーポラティズム＞体制構
築の集大成といえる｡ ここで, 八四年六月にＤＰＲに上程された ｢社会団体に関
する法律案｣ をみてみよう
(26)
｡ 社会団体法の立法目的は, 国家が社会団体を法的に
公認・統制することである｡ 第一条は, 社会団体が, 開発に貢献するため, 職能
や宗教のラインで ｢自発的｣ に組織される, と規定する｡ ただ, 社会団体法の立
法目的は国家が社会団体を法的に公認・統制することにある以上, ｢自発的｣ に
組織された社会団体を国家が公認する形になる｡
第二条は, 宗教団体も含め, 農民・労働者・教員などの社会団体が ｢唯一の基
本的組織原理｣ としてパンチャシラという国家イデオロギーを採用することを強
制している｡ 第五条ｂは社会団体が構成員を ｢指導｣ すると規定する｡ 社会団体
のトップが構成員を統制するのである｡ 第五条ｄは, 社会団体内, 社会団体間,
国家・社会団体間の ｢社会対話｣ を行うとし, パンチャシラのもとでの＜対話的
談合＞システムの構築を規定している｡ 第一二条は, 政府が社会団体を政令によっ
て指導できる, と定める｡ 立法措置がなくても, 政府は政令で社会団体を規制で
きるのである｡ 第一三条と第一四条は, 政府が意図的に社会団体を統制できる余
地を十分に認めている｡
こうして, スハルトは＜パンチャシラ・コーポラティズム＞体制の法的基礎を
固めた｡ しかし, 一般的にコーポラティズムは, ①政策決定過程で, 政府と社会
団体の間の調整が行われるために, そのプロセスは議会と政党をバイパスしがち
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である, ②社会団体間とくに団体トップ間の調整, 政府と社会団体間の調整が
｢談合｣ と化す, ③社会団体を通じて, 団体構成員や国民の統制が行われるといっ
た点で, 一面で抑圧的・不透明・非民主的である｡
そこに民主化圧力が生じてくることは避けられない｡ しかも, 八五年の先進国
サミットのプラザ合意で円高が進行し, 日本企業のインドネシアへの投資が増え
て経済発展が加速されると, インドネシアで中間層が増大してきた｡ 中間層は
｢上から下への指導｣ を遮断し, ｢下から上への要求｣ を行う勢力となった｡ 開発
を進めるためにスハルトが築いた＜パンチャシラ・コーポラティズム＞は, 開発
による経済発展で台頭してきた中間層から ｢下からの民主化｣ 要求という挑戦を
受けることになった｡
おわりに －－スハルトの退場
スハルトの＜パンチャシラ・コーポラティズム＞体制は, パンチャシラ国家イ
デオロギーに基づいて動く国軍・官僚・ゴルカルという組織・機構によって支え
られた｡ 端的にいえば, スハルト軍事政権は, 二重機能を認められた軍が体制の
中核にあった｡ インドネシア国軍で固められたスハルト政権は, 開発に向けて国
民を動員するときにパンチャシラを使って開発を推し進め, 開発の成果をあげる
ことで国民の支持を得ようとした｡ しかし, 開発が一定の成果をあげたことで,
国民は自由化・民主化に覚醒し, スハルトのいう ｢開発的人間｣ からの脱皮を求
めるようになった｡
＜パンチャシラ・コーポラティズム＞というスハルト開発政治体制は, 政治的
自由を犠牲にしても経済的繁栄を配分しようとした｡ しかし, それは九七年のア
ジア通貨危機で大きな困難に直面した｡ スハルトは, 九八年五月の大統領辞任声
明で ｢少し前から, 私は我が国の状況の推移, とくに国民と国家の生活のあらゆ
る面において改革を行おうとする国民の要望を注意深く追ってきた｣ と述べ, 最
後まで改革の意欲をもっていたことを訴えながらも, ｢私が国家統治と開発とい
う任務をうまく実行することは非常に難しいと私は思う｣ と辞意を表した
(27)
｡ 辞任
にいたる間, スハルトの＜パンチャシラ・コーポラティズム＞を支えたはずの
｢全インドネシア・ムスリム知識人協会｣ などがスハルト退陣を求めた｡
スハルト辞任後, インドネシアの大統領はハビビ (B.J.Habibie), アブドゥルラ
フマン・ワヒド (Abudurrahman Wahid), メガワティ・スカルノプトリ
(Megawati Soekarunoputri) と代わり, それぞれ ｢開発改革｣ ｢国民統一｣ ｢相互扶
助｣ を掲げ, スハルト体制の変革に取り組んだ｡ しかし, ポスト・スハルト体制
では, ＭＰＲ決定一九九八年第一八号で ｢指針｣ の破棄が決められたものの, パ
ンチャシラを社会団体の ｢唯一の基本原理｣ とすることを義務づけた社会団体法
は破棄されていない｡
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箇所は下記のとおりである｡
第１条 本法律において社会団体とは, パンチャシラを基礎とするインドネシ
ア共和国統一国家において国家目的の達成という枠組の中での開発に
貢献するため, 同一の活動, 職業, 機能, 宗教そして唯一最高神への信
仰に基づいて, 自発的に, インドネシア国籍を有する社会構成員によっ
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第５条 社会団体は以下の機能を有する｡
ａ構成員の利害にあった活動を行う｡
ｂ団体の目的を実現すべく構成員を啓発, 指導する｡
ｃ国家開発の成功に貢献する｡
ｄ構成員の間で, 社会団体の間であるいは政府, 国家議決機関, 社会政
治勢力団体と社会団体との間で, 構成員の意欲の発現として相互に
社会対話を行う｡
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ａ規約と規則を持つ｡
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ｃ国家開発の成功に貢献する｡
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つの連合を作る｡
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ｂ政府の同意なく外国からの援助を受けた場合
ｃ民族と国家の利害を損なう外国に援助を与えた場合
第15条 政府は, 本法律の規定を満たさない社会団体を解散させることができ
る｡
第16条 政府は, いかなる組織, 発現の形態においても共産主義, マルクス主義,
レーニン主義およびその他のパンチャシラと一九四五年憲法に適合し
ない思想と教示を信奉し展開し広める社会団体を解散させる｡
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(本学助教授・国際政治学､ 日本東南アジア関係史)
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